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酒⽥港港湾計画の⼀部変更について
港湾管理者 山形県

第30回山形県地方港湾審議会 第１号議案 説明資料

令和5年9月８日
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・目標年次：20年～30年先

・酒田港の将来像、長期的な港湾整備の
方向性、空間利用のゾーニングを定め
るもの

酒田港中長期構想

・目標年次：10年～15年

・取扱貨物量の見込みに応じて、施設整
備や施設利用計画を定めるもの

・港湾法第３条に基づく法定計画

酒田港港湾計画

酒田港中長期構想と酒田港港湾計画

【平成30年度策定】 【令和２年改訂】

資料１１．酒田港港湾計画の概要
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一部変更

・港湾計画の方針

・港湾の能力

・港湾施設の規模及び配置

・港湾の環境の整備及び保全

・土地造成及び土地利用計画

・港湾の効率的な運営に関する事項

酒田港港湾計画書（案）

― 一 部 変 更 ―

令和５年 月

酒田港港湾管理者

山 形 県

山形県地方港湾審議会条例

第３条１号により

港湾計画に関することは、

知事の諮問に応じ審議する



２．酒田港の概要
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○ 酒田港の背後に化学工業製品、日用品の工場や火力発電所、バイオマス発電所が立地している。

本港地区

外港地区

北港地区

太陽光発電岸
壁
（
水
深
1
4
）
4
3
0
m

N

木質バイオマス発電

廃自動車リサイクル事業

鉄屑リサイクル事業

鉄屑リサイクル事業

化学工業製品

日用品

廃プラリサイクル事業

石炭灰リサイクル事業

遊技機器リサイクル事業

古紙、廃プラ、廃パソコン
リサイクル事業

アルミリサイクル事業

廃自動車リサイクル事業古紙・廃プラ・廃木材リサイクル事業

火力発電所
石炭・石炭灰リサイクル

木くずリサイクル事業廃土砂リサイクル事業汚泥総合リサイクル事業

石油製品

R3年.7/17撮影

岸壁（水深10）170m 岸壁（水深7.5）390m

鉄屑リサイクル事業

凡例

工業品・日用品

エネルギー

リサイクル関連

山形県提供資料を基に東北地方整備局にて作成

２．酒田港の概要
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○ 平成15年4月のリサイクルポートへの指定を契機に、酒田港付近のリサイクル関連企業が増加し、循
環型社会の構築に寄与している。



風⼒発電
太陽光発電 風⼒発電

バイオマス発電

風⼒発電

風⼒発電

⽕⼒発電

２．酒田港の概要

○ 酒田港は、火力、バイオマス、太陽光、風力の各種エネルギー供給拠点として、さらには、山形県の
経済と暮らしを支える物流拠点として、地域経済を牽引する役割を担っている。
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取扱貨物量の推移と大宗貨物

○ 輸入が全体の約6割を占める。そのほとんどが火力発電所及びバイオマス発電所の燃料となる石炭。
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２．酒田港の概要
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■国内物流■国際物流

窯業品 157,601

47%

石材 111,052

33%

非金属鉱物 41,696

12%

化学薬品 9,537

3%

その他 14,482

5%

揮発油及び

その他の石油
311,392

47%

セメント 128,626

20%

砂利・砂 76,880

12%

原塩 62,300

9%

重油 27,326

4%

その他 52,746

8%

移出
33万ﾄﾝ

移入
66万ﾄﾝ

金属くず 68,911

39%

その他日用品 55,505

31%

窯業品 33,004

19%

その他製造工業品 2,883

2%

再利用資材 2,540

1%

その他 14,000

8%

石炭 1,701,700

89%
木材チップ 74,750

4%

その他 143,427

7%

輸出
18万ﾄﾝ

輸入
192万ﾄﾝ

出典：酒田港統計年報



コンテナ貨物量

○ R2以降、主要な輸出品目である日用品が輸出先国の経済事情の変化などの影響により減少傾向

出典：酒田港統計年報

■コンテナ貨物の内訳
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２．酒田港の概要
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その他日用品 5,545

77%
再利用資材 254

4% その他製造工業品 250

3%

自動車部品 192

3%

電気機械 174

2%

その他 769

11%

木製品 924

14%

化学薬品 733

11%

製造食品 627

10%

自動車部品 622

9%
紙・パルプ 502

8%

その他 3,171

48%

輸出
7,184TEU

輸入
6,579TEU



３．港湾計画一部変更の内容
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○ 山形県遊佐町沖の洋上風力発電事業に対応するため、外港地区の施設配置計画を以下の
通り変更する。

計画変更内容 計画変更の目的

①再エネ拠点区域の設定 洋上風力発電設備の取り扱いに対応する

②係留施設・水域施設の新規計画 洋上風力発電設備の取り扱いに対応する

③防波堤（波除）の新規計画 新規係留施設の静穏度を確保する

④土地利用計画の変更 洋上風力発電設備の建設、部材の保管に一体的に利用す
るため、緑地を削除し、工業用地と併せてふ頭用地とする

⑤土地利用計画の変更 浚渫土砂を受入れ活用するための作業基地として利用す
るため、海面処分用地を港湾関連用地に変更する

②係留施設・水域施設

③防波堤（波除）

④緑地・工業用地を
埠頭用地に変更

⑤土地利用計画の変更
①再エネ拠点区域の設定
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３－１．洋上風力発電事業の動きについて

洋上風力産業ビジョン（第１次）

○ 政府は、2030年、2040年までの洋上風力案件形成の導入目標を示している。

10出典 ：洋上風力の産業洋装強化に向けた官民協議会（令和2年12月15日） 資料



３－１．洋上風力発電事業の動きについて

出典 ：経済産業省資源エネルギー庁ホームページ「洋上風力発電関連制度」 11



出典 ：経済産業省資源エネルギー庁ホームページ「洋上風力発電関連制度」

３－１．洋上風力発電事業の動きについて
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３－３．基地港湾制度の概要

○ 海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾（基地港湾）制度の概要
出典 ：国土交通省港湾局ホームページ「海洋再生可能エネルギー発電設備拠点港湾（基地港湾）の概要」
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３－３．基地港湾を構成する施設の規模及び配置のイメージ

○ 遊佐町沖では、国内最大級の15MW級の風車が導入される見込み
○ 大型化する風車部材を取り扱うための岸壁・広大な保管ヤード・地耐力を備えた埠頭が必要
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３－３．基地港湾を構成する施設の規模及び配置のイメージ

出典 ：第２２回交通政策審議会港湾分科会環境部会洋上風力促進小委員会資料「海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾（基地港湾）の指定について」
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資料１

港湾計画の方針

地域に根付く「交易・公益」の精神の下、産学官が連携するための基盤として、山形県の産業

活動を支え、地域経済や県民生活の安定・向上に貢献するため、人・物が集まり、北東アジア

地域、東南アジア地域等を結ぶ、物流・産業、リサイクル、賑わい、防災と多岐に渡る役割を担

う港湾の実現を目指し、２０３０年代半ばを目標年次として、以下のように港湾計画の方針を定

め、港湾計画を改定する。 （令和2年2月改定）

１）～６）に以下を追加する。

７） 海洋再生可能エネルギー発電設備等の導入促進に資するため、海洋再生可能エネルギー

発電設備等の設置及び維持管理の拠点を形成する。 （追加）

３－４．港湾計画一部変更の内容

○ 港湾計画方針の追加

○ 変更理由

外港地区において、海洋再生可能エネルギー発電設備等の導入促進に資するため、港湾計画

の方針を変更するとともに、海洋再生可能エネルギー発電設備の設置及び維持管理の拠点を形

成する区域、公共埠頭計画、水域計画、外郭施設計画を新規に計画し、これに伴い港湾環境整

備施設計画、土地造成計画及び、土地利用計画を変更する。
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３－４．港湾計画一部変更の内容

○ 港湾の能力 目標年次（２０３０年代半ば）における取扱貨物量
○ 変更計画貨物量 440万トン

取 扱
貨物量

外 貿

(うち外貿コンテナ)

３２０万トン

(５０万トン(４．５万ＴＥＵ))

内 貿 １１０万トン

合 計 ４３０万トン

船 舶 乗 降 旅 客 数 ５万人

取 扱
貨物量

外 貿

(うち外貿コンテナ)

３２０万トン

(５０万トン(４．５万ＴＥＵ))

内 貿 １２０万トン

合 計 ４４０万トン

船 舶 乗 降 旅 客 数 ５万人

【既定計画】

【今回計画】

（貨物量推計）

17

【部材毎の重量(t)】

遊佐町沖 平均：149,000t

（年あたり貨物量算定）

風車
規模
(MW)

基数
(基)

重量(t/基)

タワー ナセル ブレード
モノ

パイル
砕石 計

15 30 950 650 180 1,200 1,983 4,963

30
29,000 20,000 5,000

36,000 59,000 149,000
54,000

項目 貨物詳細 品目 輸入（トン） 移出（トン）

遊佐町沖

本体部材 電気機械 54,000 54,000

モノパイル 鋼材 36,000 36,000

砕石 砂利・砂 59,000

年あたり貨物量
（合計/2.5年）

本体部材 電気機械 22,000 22,000

モノパイル 鋼材 14,000 14,000

砕石 砂利・砂 0 24,000

合計 36,000 60,000

※風車建設期間を
2.5年とする。

2050年カーボンニュートラル実現のための
基地港湾のあり方に関する検討会
（国土交通省港湾局）より推計

「総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会
再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 洋上風力促進ワーキンググループ」
「交通政策審議会港湾分科会環境部会洋上風力促進小委員会」 合同会議（R4.1.14）
において示された系統に関する情報より山形県遊佐町沖を45万KW(=450MW)と想定した。



３－４．係留施設の新規計画

○ 洋上風力発電設備部材を運搬する貨物船の最大船型（30,000DWT級）を対象に、

岸壁延長230m、必要水深12mとして計画する
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既定計画

港湾計画上の対象船舶

ふ頭用地
41.0ha

8ha

今回計画



19

３－４．水域施設の新規計画

○ 洋上風力発電設備部材輸送船の最大船型（30,000DWT級）に対応した水域施設
航路・泊地（-12m 21.2ha）、泊地（-12m 1.4ha）を計画する

■ 平面図

対象船 最大船型 Ji Xiang Song

喫水10.2m（岸壁必要水深-11.22m）

-4.50

-3.00

0.00

+4.00

2.69

2.00

6.50

2.00

捨石　200kg内外

六脚ブロック

A=0.60形

W=3.414

六脚ブロック

A=0.95形

W=11.484

4
.
1
5

1
.
5
0

1:1.3

1:1.3

1:
1.
3

1:
1.
3

■ 防波堤（波除）断面図 （A - A´）

■ 離岸堤断面図 （B - B´）

浚渫法面

11t型ブロック

25t型ブロック 12
.0

16.0

▽　+2.00

▽　+0.00

▽　-10.00

浚渫法面離岸堤
泊地（-12m）

1.4ha

航路・泊地（-12m）
21.2ha

：港湾計画

：浚渫エリア
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３－４．外郭施設計画（防波堤（波除））

○ 既定計画における外郭施設（沖防波堤）及び今回計画に位置づける防波堤（波除）により、今回
新規計画の係留施設（岸壁-12m）の静穏度は97.5.%以上を確保する

■ 計算港形

埠頭用地
41.0ha

泊地（-12）

防波堤(波除) 175m

港湾関連用地 11.3ha

航路・泊地（-12） 現況 63.3%

既定計画 94.9%

今回計画 99.3%

■ 静穏度計算結果

■ 波高比分布図(風波)波向W

静穏度検討位置
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３－４．土地利用計画の変更
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既定計画

○洋上風力発電設備の取り扱い（保管及び組み立て）のため、工業用地（３７．１ha）及び緑地（３．９
ha）をふ頭用地（４１ｈａ）に変更する

PA※エリアの岸壁

PA※・資機材
搬出入エリア

(2.8ha)

建設時必要面積
(34.9ha)

洋上風力発電部材保管ヤードイメージ
・１５MW級風車３０基（想定）

・部材：タワー、ナセル、ブレード

ブレード

ナセル タワー

ブレード
転回範囲

変圧器

※PA（プレアッセンブリ）
タワー（電気設備含む）の事前組立のこと

ブレード

海洋再生可能エネルギー発電設備等の設備
及び維持管理の拠点を形成する区域

ふ頭用地
41.0ha

8ha

今回計画
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３－４．再エネ拠点区域の設定

○ 洋上風力発電所の維持管理において、ブレードの交換・修理に最も大規模に基地港湾を使用す
ることが見込まれており、15MW級の風車を想定した場合、約8haの規模が必要と想定される。

○ 酒田港においても、これに基づきふ頭内の8haを長期貸付（30年間）の対象となる「海洋再生可能
エネルギー発電設備等の設置及び維持管理の拠点を形成する区域」として位置付ける。

【既定計画】

「海洋再生可能エネルギー発電設
備等の設置及び維持管理の拠点
を形成する区域」 ８ha

【今回計画】



３－４．土地利用計画の変更
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○ 浚渫土砂を受け入れ活用するための作業基地として利用するため、海面処分用地（１１．３ha）を
港湾関連用地に変更する

港湾関連用地11.3ha

既定計画 今回計画



３－４．臨港地区 分区の指定（案）

○ 臨港地区内における分区とは

無秩序な土地利用を回避し計画的に土地を利用するため、臨港地区内を港湾の目的別に区分し、

目的と異なる構築物の建設を規制する区域

既定計画 分区指定の（案）

○ 土地利用計画の変更において、緑地、工業用地を埠頭用地に変更とすることから、「修景厚生港区」
と「工業港区」を「商港区」とする（案）に変更

今回計画 分区指定の（案）

修景厚生港区 （景観を整備し、港湾管理者の厚生

の増進を図るための区域）

工業港区 （工場その他工業用施設を設置させるため

の区域）

商港区 （旅客又は一般の貨物を取り扱わせる区域）

24



○ 概算コストや背後面積の広さにおいて案②が優位であると考えられるため、案②が妥当

４．計画段階評価

国土交通省所管公共事業 計画段階評価

○ 公共事業の効率性、透明性の向上を図るため、新規事業評価の前段階において計画段階評価を行

う。 地域の課題や達成すべき目標、地域の意見等を踏まえ複数案の比較評価を行う

○ 港湾局においては、港湾計画策定、変更時に地方港湾審議会において内容を諮るとされている。

解決すべき課題

○ 酒田港周辺の一般海域において、洋上風力発電の実施検討が進行している。

○ 海洋再生可能エネルギー発電設備等の設置及び維持管理の拠点を形成する必要がある

25

③案

34.9ha

18.8ha②案

①案



資料１４．計画段階評価
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【港湾整備事業】

実施箇所 解決すべき課題等
達成すべき
政策目標等

複数案との比較 対応方針

酒田港外港地区
国際物流ターミナ
ル整備事業（仮
称）

・酒田港周辺の一般海域において、洋上風力発電
の実施計画が進行している。

・海洋再生可能エネルギー発電設備等の設置及び
維持管理の拠点を形成する必要がある。

①海洋再生可
能エネルギー
発電設備等の
設置維持管理
の拠点の形成

【案①】外港地区（大浜）西側の護岸を撤去、岸壁を整備（新設）
・岸壁背後の地耐力強化、泊地浚渫、波除堤
（事業実施による効果）
・海洋再生可能エネルギー発電設備等の設置及び維持管理の拠点を形成
（事業実施、施設運用に伴う課題）
・港内に入射する波浪を直接受ける形状であり、大規模な波除堤の整備が必要

【案②】外港地区（大浜）北側の護岸を撤去、岸壁を整備（新設）
・岸壁背後の地耐力強化、泊地浚渫、波除堤
（事業実施による効果）
・海洋再生可能エネルギー発電設備等の設置及び維持管理の拠点を形成
（事業実施、施設運用に伴う課題）
・特になし

【案③】外港地区南側の護岸を撤去、岸壁を整備（新設）
・岸壁背後の地耐力強化、泊地浚渫、波除堤
（事業実施、施設運用に伴う課題）
・港内に入射する波浪を直接受ける形状であり、大規模な波除堤の整備が必要

【案②】による対策が妥当

【理由】
概算コストや施設運用面
等について、案②が優位
であると考えられるため。

計画段階評価対応方針


